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1. 問題の限定
1991年12月にソ連邦が「消滅」した。旧ソ連邦は資本主義を超えようとする歴史的試みから
生まれたものであったが， 70有余年の現実は，その試みが「非資本主義タイプのJ I新たな形
態の抑圧・支誌〉を生みだしてしまったことを証明する形となったのである。なぜなのか?
この「素朴な」疑問に 1 つの「回答」を与えることが本稿(そしてこれに続く一連の論文〉の
目的である。
我々はなぜ、に社会主義をめざしてきたのか? 簡単に云えば，それは，我々が現在住んでい
る社会(=争資本主義社会〉には様々な社会的矛盾があり，しかもその矛盾は資本主義経済体制
のもとでは一ーたしかに一時的にあるいは局部的に解決されるかもしれないが一一根本的には
解決されえないのだ，との認識のためであり，そのような「認識J が社会主義をめざす運動の
出発点にあった。あらためていうまでもなくそのような矛盾はまさしく多様であり，多くの矛
盾をあげることができる。しかしながら，それらは基本的なものとそうではないものあるいは
本質的なものと非本質的なものとして分類されることであろう。そしてこの区別が大きな意味
をもっているのである。
資本主義経済制度の基本的特徴として労働力の商品化が挙げられることがある。そしてこれ
を認めるならば，社会主義社会が資本主義の否定のうえに成立する制度である以上，そこでは
労働力の商品化が廃止されていることになる。したがって，ここに，その「労働力の商品化の
廃止」とはいかなる状態を示しているのかが問題になってくる。この点，たとえば，小林弥六
氏のつぎのような解釈は大方の主張を集約したものと考えられる。 I労働力の商品化の廃止と
は，労働力の担い手である人々がし、かなる部門・部署・地域で，いかなる仕方で労働するか，
(1) ヘラー他著富田武訳『欲求に対する独裁』岩波書店， 1984年， 45ページ。
(2) 大内力著『新しい社会主義像の探究』労働セシター， 1979年， 8-10ページ。
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どのような生産物をどれだけの量，生産するか，一年に何日労働するか，労働時間をどの位の
長さにするか，強度はどうか，生産物のどれだけを消費するか，またどれだけを備蓄したり，
経済活動の拡張のためにあてるか，その他の消費にどれだけを充てるか等の経済活動の様式・
条件を自らの判断にもとづいて決定することである。言葉を換えていえば，人々が真に労働過
程・あるいは生産過程の主体としてあるいは経済活動の主体として活動するようになるという
ことである」。これはまさしく，我々の言葉で云えば，計画と執行の分離(今対立)の固定化
がなくなりその対立が止揚されたことを意味している(今自主管理の確立)のである。すなわ
ち管理論的に云えば，計画と執行の分離の固定化そしてその対立は資本主義経済運営を特徴づ
ける重要な指標であり本質的矛盾の 1 つであり，その矛盾のあり方(存在そして解決)は l つ
の社会構成体(制度)の存在を示すメルクマールなのである。そしてこのことは，逆に云えば，
計画と執行の分離(今対立〉の止揚が労働力の商品化の廃止の 1 つの条件である，ということ
を意味している。
それでは，この観点からみて，既存の「社会主義」旧ソ連邦はどのような状況を呈していた
のであろうか。これについても， (若干長い引用となるが)小林氏の認識に代表させてみたい。
「たとえばソ連の国営工場で働いている労働者についてはどうであろうか。彼はもはや資本
家に雇われているとはいえない。ソ連では資本主義国でのように工場を資本家が私有し経営し
ているわけではない。しかし，工場は国営であって固によって所有されている。そこで労働者
がこの工場に勤めるばあいには，やはり雇われるというかたちになるのであろすい
「もっとも工場に雇われるといっても，それは資本家が経営する工場ではなし、。国営工場で
あり，もちろんそれは私的に所有されているものではなし、。公的な性格をもった工場といえる。
それは利潤を追求するために経営されているわけではない。その点でも資本主義的な工場とは
違う。社会主義は人々が協同をつうじて生活する制度であると考えられる。公的な性格をもっ
工場で働くということは，とりもなおさず労働者がそのような協同関係にはいることを意味す
ると考えられるともいえる。労働者は社会主義的な協同労働をおこなうために，公的な企業の
中で働く。ある人々は自動車工場で，ある人々は繊維工場で働く。人々はそれぞれ，種々の工
場に属し，労働することをつうじて，社会的な協同労働をおこなうということになる。
こう考えられるばあいには，労働者は自らの労働力を主体的に駆使し労働していることにな
る。もちろん労働力が商品化されていることにはならない。彼等は自らの判断にしたがって労
働の目標・種類(分業の編成を含む)・労働の方法などを決定する。またそれにもとづき労働
をおこなうはずである。ところが，国営工場が国家によって定められた企業長によって管理さ
れ，また経済計画も中央集権的に策定されるというようなばあいには，労働者は実際上なかな
か，意識的・主体的に労働することはできない。彼等はその国の何百万・何千万の労働者のう
(3) 小林弥六著『資本主義と社会主義』御茶の水書房， 1976年， 194ベージ。
(4) 向上書， 98ページ。
-140ー
旧ソ連邦における自主管理の試みの挫折
ちの一人一一おそらくは名もない一介の労働者一ーでしかなく，彼等の一人一人の意識・判断
が，全体の経済計画に反映されることはなかなか期待できない。さらにその経済計画のー可除
部分(全体にたし、する比率からいえば，ほんに徴細な部分でしかないことが多い〉である国営
工場の経営方針に，彼等の意見・判断が反映される可能性は少ない。」
かくして， I社会主義国の国営企業の従業員についても，同じようなことがいえる。彼等が
国営の工場に勤務して労働するとする。工場が国の経済計画や経営方針によって運営され，し
かも国がこれらの決定をおこなうさいに，労働者が参画し，その意見を反映させる仕組みがな
いときには，彼等の労働力は商品として販売されるといってよいであろう。このようなばあい
には，労働者の賃金や労働条件は彼等にとってはおおむね外的に決定される。また労働の目的
や仕方もおおむね外的に，国家によって決定されるといってよいであろう。もちろん賃金は一
定の水準に固定されていることが多L、。その点ですでに労働力は商品ではないようにみえる。
しかしながら，J 
「このような参加さえもあまりなく，国政にたいする参加はごく形式的にとどまり，人民が
排除されるかたちになっているとすれば，労働者が国営企業で労働するばあいに，労働者は自
分の身体にそなわっている労働能力を商品として売る状態に近くなっているといってよい。古
代の奴隷制や封建制下での大衆のように，労働者は鞭の恐怖に強制されて労働に服すわけでは
ない。一ーとはいえ社会主義社会では『働かざるもの食うべからず』という原則によって観念
的におのずから労働を強いられるという面もある。もちろん自分の生活を支えるのに必要な労
働部分について労働を強いられるのは，生存のための自然的な強制である。しかしこの労働部
分をこえて労働をおこなうことが強いられるばあいには，労働を強いられるという事情がある
とみてよいであろう。
労働者にある程度は職種・職場選択の自由が認められ，彼等が報酬や労働条件を考慮して就
労し，生活を支えるに足りるだけの賃金を受け取っているばあいには，労働力を商品として売
っているとみてよいのではないか。」
上述の引用からもあきらかなように，既存の社会主義の現実が， I労働力の商品化の廃止今
計画と執行の分離そして対立」という観点からみても，たしかに否定的な状況を呈していたこ
とは認めなければならないで、あろう。しかし同時に，企業レベルにおいて，参加が制度として
存在していたことも「事実」なのである。したがって，問題は，そのような制度の性格がどの
ようなものだったのかまたそれがなぜ、に有効に機能しえなかったのか，という点にもとめられ
ることになる。筆者が旧ソ連邦の実践に注目してきたのもまさにこのことに関連していたので、
あった。
(5) 同上書， 99ページ。
(6) 向上書， 127ページ。
(7) 向上書， 155-156ページ。
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1985年にゴルパチョフが書記長に就任すると，それまでの「社会主義的な」在り方が関われ
その見直しがすすめられることになった。いわゆるペレストロイカである。筆者はそのペレス
トロイカに期待していた。それはソ連邦ではじめて具体的に目程にのぼった自主管理への期待
であり，企業長選挙そして労働集団評議会の設立を通して，所有と経営が新しい段階(=争社会
的所有)で統一され社会主義が新しい「質」を獲得し，計画と執行の分離(=争対立〉が，実質
的に，解消される途が開かれることへの期待で、あった。
だがその期待は1991年の「反J 草命そしてソ連邦の崩壊とともに結局は「夢」となってしま
った。何故，ソ連邦は崩壊してしまったのか。
我々はソ連邦の「失敗」の原因をその後進性だけにもとめることはできないのではないか，
「計画化」という発想自体にも一面では問題がありそれが「後進性J (ソ連邦の歴史的特殊
性)によって増幅されたので、はないか。これが筆者の現在の問題意識である。ただしその詳細
な検討は(現在準備中の〉別稿に譲り，とりあえず本稿では極めて限定された作業をおこなう
ことになる。ペレストロイカのなかで、展開された自主管理の試みの過程を「事実」に沿って整
理すること一一これが本稿の直接の目的であり，それによって問題の所在が明確になればその
目的は達成される。
以下，その作業は，具体的には，まず(自主管理に先行する)経営参加についてその問題点
を整理し，その後労働集団評議会を中心に自主管理の推移を確認することによっておこなわれ
る。
2. r社会主義的」参加制度の限界
一一常設生産協議会の企業内意思決定への影響力の実態
旧社会主義諸国における「共同的な」経済管理が国家管理型と自主管理型に分けて説明され
たことがある。この解釈によれば，旧ソ連邦のそれは国家管理型の代表であり，事実，国家，
具体的にはそれを代表する官僚そして経営者が経済〈そして企業)を管理してきたのであった。
ただしそのためか，旧ソ連型管理構造のもとでは， r共産党と国家の官僚が経済の管理権を独
占的に掌握して」いるために「労働者は管理から排除されている，という考え方がかなり拡が
って」しまった。だが現実はそれほど簡単で、はなかったので、ある。なぜならば，その旧ソ連邦
でも，労働者・職員の管理参加の実に多様なルートが存在し，その多くが制度化されそれなり
に機能していたからである。
そのような多様な参加形態は一定の特徴によって分類が可能であり，事実そのような試みも
おこなわれていた。我々はそれによって「制度としての参加」の概要を知ることができる。た
(8) 大崎平八郎編『社会主義経済論』有斐閣， 1983年， 137-138ページ。
(9) 藤田勇著『社会主義社会論』東大出版会， 1980年， 90ページ。
(10) P. JIHBIIIH~， Tpy穉8oe aaKOHO秣m.lZbCm80: HacmOfl14ee u óyâY14ee, HayKa, 1989, CTp. 18. 
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とえば，以下のものはその一例である。
(1)管理客体への影響の程度によって。集団的な意思決定の形態(たとえば，企業長会議など〉
か，勧告・提案を作成する形態(常設生産協議会など〉か。
(2)管理参加の方式によって。直接参加の形態(従業員集会など)か，代表参加の形態(各種の
協議会など)か。
(3)参加の継続性によって。たえず機能する形態(協議会，ソピエトなど〉か，一時的な作用の
形態(集会など)か。
(4)管理機関の構成によって。社会的機関の代表だけの機関か，管理部と社会的機関によって共
同で組織された機関か。
また上述のような勤労者の経営参加の組織的形態が，たとえば， H. 5a伽08 が試みたよう
に，つぎの 5 つの形態として整理されたこともあった。すなわち，
(1)人民代議員，ソヴェト，指令および立法機関，党組織，労組，コムソモール組織，への参加，
(2)経済運営上の管理機関(たとえば，省の評議会，企業長会議，省の科学技術会議，団体協約，
ブリガーダ請負，など〉における集団的および合議的意思決定の形態，
(3)特殊な社会的管理機関(常設生産協議会，人民コントロール，社会的カードノレ部，社会的技
術情報ピュロー，合理化・発明者協会，社会的建設ピュロー，革新者会議，チューター会議，
職長会議，若年労働者会議，若年スペシャリスト会議，社会的社会学ピュロー，社会的HO
T ピュロー，<知識〉協会，など)，
(4)生産管理の諸問題が検討される場合の，従業員集会，各種の協議会，社会的組織の集会，な
ど，
(5)社会主義競争，
がそれである。
旧ソ連邦においてこのような多様な管理参加ルートが保障されてきたのは一定の「基盤」が
存在しているためで、あった。その「基盤」とは，当時の解釈によれば，①経済的基盤(生産手
段の社会主義的所有)， ②政治的基盤(プロレタリアート独裁)， ③イデオロギー的基盤(マ
ルクス・レーニン主義)，④組織的基盤(民主集中制原則)，である。そして(もちろん，今日
の時点から考えれば多くの問題を指摘できるが〉これらの基盤のもとで参加ノレートが制度とし
一て多様にっくりだされてきたことにはそれなりの「意義」があったことを認めなければならな
(11) CM., C08emcKuit pa60喧uit ynpa8/lflem npOU380ðcm80M, npO中田店aT， 1984, CTp. 48-49. 
(12) H. BaHKoB, M. TypHaBa, Pa38umue t?pM U Memo?8 npU8/le抑制fl mpy?lUJUXCfl K ynpa8・
/leflUlO npOu380ðcm80M, 3KoHoMHKa, 1979, CTp. 33-34 ; Teopufl ynpa8/leflUfl Co勾ua/lU芯mu哩ecκUM
npOU380ðcm80M, 3KoHoMHKa, 1983, CTp.257. そしてこのような整理は『経済学辞典』でも踏襲さ
れている。 8KOflOMUKa U opzaflu3al{ufl npoU380ðcmBOM, CJIOBapb, 3KoHoMHKa, 1983, CTp. 245-
246 (C. CaBHH 執筆〉。
(13) Teopufl ynpa万i/leflUfl COl{. npoU380ðcm8oM, CTp. 265. 
(14) 藤田勇著，前掲書， 95ページ。
-143ー
宮坂純一
いであろう。だがそのことと多様な参加形態が然るべく機能していたのかそして実際にどの程
度企業内の意思決定に影響を与えていたのかということは別の問題であり，その検討が必要に
なってくる。
問題は，上述の参加機関が実際にどの程度経営者のパワーを「規制」してきたのか，にある。
本節では勤労者の管理参加の形態を常設生産協議会(口江口C) に代表させてその問題を若干考
えることにしたし、。なぜならば，この nnnc は，それがただ単に企業管理への直接参加の代
表的形態として位置づけられているだけでなく， ，集団企業長?(Oω仰抑ωK即町馴fωω釧OJ仰λIJ尻I妃悶郎e臼侃K灯削fσTHB脚醐H叫f
として評価されることがあつたことカか道らもわかるように，旧ソ連邦の企業管理体系のなかで独
自な役割を果たしてきたものとして知られてきたからである。
この nn口C の起源は附年代に生まれた生産協議会・委員会にもとめられ27; ただしそれ
が旧ソ連邦の企業のなかに広く普及しはじめたのは1958年以降で、ある。すなわち，党中央委員
会12回総会(1957年〉の決定をうけて B日cnc第 9 回総会が 1 月に生産協議会の組織形態の変
更問題を検討し，その結果，生産協議会が(幅広い権限を与えられて) 1958年から「常設」機
関へと転化したのであった。
それ以前〈たとえば， 1956年〉にも総計約 665 万の生産協議会が開催されたが，党中央委員会の1957
年12月総会での指摘によれば，当時の生産協議会にはつぎのような欠陥がみられた。たとえば，生産協
議会が形式化し，充分な準備なしに「そそくさと」開催されていたこと，工場全体の協議会や職場協議
会が余り開催されず，主として班や職区レベルで、開催されたために，労働者や事務職員が職場や工場全
体の問題を解決する可能性が狭まれていったこと，経営指導者が協議会に参加せず，そして協議会の決
定を実現しないために，労働者のなかに協議会への関心が失われていったこと，がそれである。
そしてその後， nn口C は1973年 6 月 18 日に採択された「常設生産協議会規定J によって「新
しい段階」にはいったのだ。
以下の行論では， (，規定」に従って，口江口C の組織構造・その運営・活動内容・権利につ
いてまとめ，その制度上の内容を確認する作業を通して〉この口且口C が，参加形態の 1 っと
(α15の) CM. , CO~U仰a.llbliωt却oe acneκmbt ynpaω淑'.Ileli仰Ufl応， 3Kω仰oωHOMHKa弘， 1印98剖1 ， CT叩p. 64. また「代表制社会的自主
管理機関」として評価されたこともある (CM. ， B. Me.D;Be.D;eB, Ynpa8.1leliue co勾ua.llucmu切'C1CU.M
npou380?m80.M: np06.1le.Mbt meopuu u npalCmulCu， 日OJIHTH3.D;aT， 1983, CTp. 221)。
(16) Co~ua.lluCmU'leClCUU mpy?80u 1C0.ll.lle，κmU8・飽JlClibtUifJalCmop ifJop.MUp08aliufl 1i080Z0 喧e.l108elClCa，
BHlu;a llIKOJIa, 1984, CTp. 160. 
(17) llpOu380?m8eliliafl ?flme.lbliOCmb pa6o'lezo lC.Ilacca CCCP 8 pa38umo.M CO~. 06U{ecmoe, JIry, 
1983, CTp. 112. 生産協議会のはじまりについては，富森牧子稿「ソヴェトにおける生産協議会の創
出過程~ (W経済学研究』第22巻第 3 号)， 1972年，を参照。
(18) B. Me.D;Be.D;eB, YlCa3 CO弔.， CTp. 221. 
(19) CM., JI. llpaHHU;blHa, Y'lacmue pa60uux 8 ynpa8.1leliUU npOU380ðcm80.M, MbICJIb, 1981 , CTp. 
13-15. 
(20) llpOu380?m8eliliafl ?flme.lbliOCmb pa60切X lC.Il.lacca CCCP. ・-・， CTp. 112. 
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して，どのような特徴をもっていたのか，企業内の意思決定にどの程度影響を与えていたのか，
を検討することにしたい。
1973年の仁規定」から。
〔定義〕
口江口C は，社会主義・民主主義，社会的統制，勤労者大衆の管理への実践的な引き入れ
(BOB成町閉め，の重要な形態である。
〔組織〕
口且口C は，従業員 300 人以上の工業企業(合同，コンビナート)，輸送，建設組織などおよ
びその構造小部門(職場，部など〉において， 100 人以上の農業，通信，商業，公共食堂など
およびその構造小部門において，組織される。ただし従業員が上記の人数に達しない企業，職
場などでは，口且口C は組織されず，従業員総会において生産上の諸問題が検討される。
口且口C の構成員は，従業員総会(あるいはその代表者会議〉において公開投票で選出され
た，労働者，職員，管理部，党，労組，コムソモール，科学・技術協会，発明合理化協会の代
表であり，構成員数もその総会(会議〉にて決定される。
日.unc は，当座の活動の遂行のために， (議長，副議長，書記を含む) 5 """'25 名の幹部会
を選出する。この幹部会の任務は， ①口且口C の日程を決定しその開催の準備をおこない，活
動計画や口且口C で採択された決定事項を構成員および全従業員に伝え，決定事項が遂行され
たか否かを確認すること，②従業員から提出された生産改善提案を研究しそれらを日且nc の
検討に付すこと，③労働者と職員を審議事項提案の準備に幅広く引き入れること，である。
〔活動内容〕
①企業が国家的計画課題を遂行し，生産上の資源を発掘し，労働生産性を向上するように協
力すること，
②企業，組織の当面及び展望計画案，集団の社会発展計画，工場内計画化改善問題に関する
提案，経済刺激フォンド利用の作成と審議に参加すること，
③計画遂行の組織化と当該期間の財務・経営活動の総括に関して，企業，組織，職場，その
他の構造的亜部門の指導者の報告を聴取すること，
④生産と労働の組織改善，賃金，技術上の標準化の問題，さらには労働者各人による生産高
ノルマ遂行，生産物の質改善と原価低下の保障に関する提案を検討し生産効率向上の刺激化の
先進的方法の審議と導入に参加すること，
⑤不良品，作業停止，非リズム的作業にたいする闘い，社会主義的所有の保全，生産地域，
農業付属地，機械，設備の効率的利用，原材料，エネルギー資源と燃料の節約に向けられた諸
(21) CM., 06 Y切cmuu mpyðfl~uXCfl 8 ynpa8.1leflUU npOU380ðCmBO.M, OOJIHTH3J.(aT, 1977, CTp. 
264-270. 
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措置の作成と実現へ参加すること，
⑥科学，技術進歩の促進と科学と生産の連関強化を助成し，組織，技術上の諸措置の計画，
新技術と先進的経験の導入，生産の機械化と自動化，合理化，発明者の提案導入を審議するこ
と，
⑦産業，住居，文化，生活環境建設の計画，基本投資の効率的利用と生産能力の期限内稼動
と習得に関する措置を検討すること。
⑧生産の集中と専門化，企業と組織の構造的亜部門の簡素化と改善に向けられた提案を提示
すること，
⑨労働保護の改善，生産の文化と美学の向上，これらの目的に支出された資金の合目的的な
利用に関する諸措置を検討すること，
⑬勤労者の公共生活サーヴィス，商業，公共食堂の改善問題を検討すること，
⑮カードルの資格と文化，技術水準，経済教育の養成と向上，働き手の職業，専門性，資格
に応じた正しい利用に関連する問題を検討し，カード、ルの定着，労働と生産規律の強化に関す
る措置を審議すること。
「規定」によれば，口且口C は，工業，輸送，建設などでは，従業員300人以上の企業(およ
び合同やコンビナート〉において組織され，農業，通信，商業などでは，従業員 100 人以上の
企業において，組織される。したがって， 2 種類の n.llnc 設置基準がある。これは組織の規
模すなわち従業員数に応じたものであるが， (工業を中心とした〉前者の企業では従業員数が
比較的多いことそして後者の企業では反対に従業員数が比較的少ないという傾向を考えると，
国民経済の事実上すべての部門において(従業員100人以上の企業ならば〉口.llnc を組織する
αの
ことが可能だったのである。
日且口C の日常の活動は 5 ----25 名から成る幹部会によっておこなわれるが， 重要な問題は，
「規定」によれば，必要に応じて(ただし，最低 3 カ月に 1 回以上〉開催される会議において，
2 決定される。この会議〈口且nc) はメンバーのー以上の出席のもとで成立する。口且nc では，
3 
企業の様々な計画案，賃金や労働条件の諸問題，新技術の導入，労働保護の改善，企業内教育
の諸問題，労働規律の向上，などの多数の問題が審議され，過半数の賛成で決定が採択される
(=争提案〉。
それでは，そのような口且口C の決定(=争提案)は管理部をいかに(換言すれば，どの程度〉
拘束できる(できた〉のであろうか? これは n.llnc の決定や勧告の法的効力の問題である。
この点， í規定J (第 7 条〉では，企業の管理部に，口.llnc の決定や提案の具体的な遂行を組
織化し，必要な場合には，それに関して命令を出すとともに，その遂行について n.ll口C の会
議に報告すること，が義務づけられていると同時に，企業の指導者と口江口C の決定に不一致
(22) y.切cmue mpy?8blx KO.ll.lle•κmU808 8 ynpa8.1leflUU npOU380ðCmBO.M, Mry, 1980, CTp. 37. 
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が生じた場合， その問題は， 口且nc の代表者の参加のもとで，指導者と労組委員会によって
共同で審議され，その後，指導者が最終的に決定をおこなう，と明記されている。
この規定は一見明確なようにみえるが，現実には (1社会主義的」参加の「範囲」をめぐ、っ
ていくつかの解釈を可能にする〉極めて援昧なものであった。したがって，それによって現場
に少なからざる混乱が生じたのは当然、のことだったといえるであろう。たとえば，つぎのよう
な見解は現場の混乱の反映である。すなわち， 一方で， n江口C 規定は管理部に協議会決定の
遂行とその結果について報告することを義務づけているのであり，これはまさしく口且口C に
管理部にとって義務的な決定をおこなう権利を与えているのだ，との主張がでてきた。だがこ
れに対して，他方では，管理部と意見が一致しなかった場合企業の指導者が最終決定をおこな
う，ということを論拠として， n.u口C の決定はあくまでも協議的な性格のものであり， 管理
者にとって義務とはなりえない，とも主張されたので、ある。
これに関して，旧ソ連邦の大多数の法学者たちは後者の解釈を示していた。たとえば，B.
4H6HCOB の解釈はその代表である。彼によれば，日江口C は管理活動の第一段階(すなわち，
諸問題の審議段階〉においてのみ生産上の諸問題の決定に参加しているにすぎないのであり，
口且口C 規定は決して管理部と n.u口C の「対等参加」をうたっていなかったので、ある。また同
時に， 1規定」には，決定の未遂行に対する管理部の責任も処罰も明示されていなかった。こ
のような条件下では，管理部の義務は法的な性格をもつものではなく道徳的なものなのであり，
n.unc の決定や勧告に義務的な拘束力を付与する必要性を認められないのだ。したがって，
4H6HCOB の解釈に従えば，日江口C の規定によれば，日且口C の基本目的は，経営実践(生産管
理〉ではなく，労働者に経営技能を教育し，創造的イニシアティブを発達さぜ，生産競争に引
き入れること，なのである。 このような立場にたてば， 口江口C の活動の限界はおのずから明
白である。口且口C の決定に「法的拘束力」をもたせることははじめから問題となりえないの
であり，そこに(制度上〉いわば「社会主義的」参加の限界を見出すことができるのである。
以上が(自主管理とは一応区別される〉経営参加の旧ソ連邦におけるあり方であった。結論
的に云えば， 1社会主義的」参加には制度的にかなり限界があったことは明白で、あり，そのこ
とは旧ソ連邦でも知られていた「事実」だったのである。しかしながら……である。ここにつ
ぎのような 5a如OB 等の提案がある。 In.unc の権威を高めるためには……その決定に義務的
な効力を付与しなければならない。……現在やるべきことは……今日まで積み重ねられてきた
実設を承認することだ〉と。これは(たとえば， 1 表のような〉日加C の提案の80%前後が，
管理部によって遂行されてきているという事実を踏まえての提案と思われる。とすれば，
口.unc は予想以上に機能していたので、ある。上述の提案はまさしくそのような事実の反映で
(23) Ta.M :JICe, CTp. 46-47. 
(24) Ta.M :JICe, CTp. 49-50. 
(25) H. Ba賞KOB， M. TypHaBa, YlCa3. co吃， CTp. 57-58. 
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表 1 n且口C の提案数と管理部が実行に移した提案の数(単位: 1000) 
年 日且口C の提案数 管理部(絶が対実数行にと移割合した〉提案
1959年 2690.3 2084.8(77.5%) 
1960年 2315.6 1801. 3(77. 8%) 
1961年 1978.6 1492.2(75.4%) 
1962年 1848.2 1369.7(74.1%) 
1963年 1594.2 1202.8(75.5%) 
1964年 1588.6 1208.4(76.1%) 
1965年 1500.3 1171. 1(78. 1%) 
59-65年 13515.7 10330.3(76.4%) 
1966年 1473.7 1162.2(78.9%) 
1967年 1502.2 1164.3(77.5%) 
1968年 1502.7 1183.2(78.7%) 
1969年 1566.2 1242.1(79.3%) 
1970年 1695.9 1345.9(79.4%) 
66ー70年 7740.7 6097.7(78.8%) 
1971年 1727.4 1386.9(80.3%) 
1972年 1786.1 1440.0(80.8%) 
1973年 1654.4 1354.6(81. 9%) 
1974年 1443.8 1186.7(82.2%) 
1975年 1403.0 1143.1(81. 5%) 
71-75年 8014.9 6515.3(81. 3%) 
59-75年 29271. 3 22943.3(78.4%) 
(出典) JI. 江戸MßUbIHa， Y'lacmue pa60切X 0 yzpaO.lleHUU, 
CTp.72-73. 
ありそれを「証明」しているのである。自主管理はこのような「現実」を踏まえて問題提起さ
れたので、あろうか。
3. r社会主義的」自主管理の挫折
一一労働集団評議会の運命
旧ソ連邦では，伝統的に， r社会主義のもとでの自主管理」という問題が理論的にはとりあ
げられることがなく，自主管理は共産主義段階においてはじめて問題提起きれうるのである，
との理解が一般的であった。社会主義的自主管理という術語が，特に社会・経済的文献におい
て，市民権 (npaBO rpa)K~aHcTBa) を獲得したのは極めて最近のことだったのであり， I社会
主義的自主管理」という術語を公式にはじめて用いたのはアンドロポフである(1983年)， と
(2の
いわれている。
そしてペレストロイカの展開のなかで，自主管理が，その優越性がし、ままで必ずしも利用さ
(26) [JpOu3oo?moeHHoe ca.MoynpaO.lleflUe, HayKa, 1989, CTp. 5. 
(27) Ta.M :JICe. 
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れてこなかったという認識のもとで，ラジカルな経済改革の実現の決定的な問題の 1 っとして
位置づけられるようになっていった。
以下の行論では， 1985年以降に「原則的に新しい民主的な管理機関」として多数の企業のな
かに拡がっていった労働集団評議会 (COBeT Tpy，lLOBO訪 KOJIJIeKTHBa: CTK) に注目し，その
自主管理機関としての意義を検討することによって「社会主義的」自主管理とはなにだったの
かをあきらかにしたい。ただし，その CTK が，労働集団の総会とともに，労働集団の自主管
理機関として，正式に(公的に〉認められるには1987年の「固有企業法」の制定まで、待たなけ
ればならなかったので、あり，その事情を考えると，まずそこに至るまでの経過を簡単に整理す
ることからはじめるのが妥当であると思われる。
さて旧ソ連邦の企業においてそもそも労働集団自体が少なくとも以前のものとは異なる存在
と認識されるようになったのは1980年代に入ってからであり， 1983年 6 月 17 日に (4 月 12 日に
草案が発表されてから約 2 カ月聞にわたる大衆討議を経て〉制定された「労働集団法」によっ
てそのような認識が公的な(法的な〉裏付けを獲得し，そして急速に拡がっていった。
1977年のソ連邦憲法によってソピ、エト政治システムの 1 つの構成要素としてのステイタスを
正式に認められた労働集団は， 1983年の「労働集団法」によって，その組織と活動の基礎およ
びその権限が法的に保証されることになった。その第 1 条には，つぎのように記されている。
「企業・施設・組織の労働集団は，国営および公営の企業・施設・組織，コルホーズ，その他
の協同組合組織で共同労働活動を行うすべての働き手の連合体である。単一の労働集団の構成
内で，企業・施設・組織の構造に応じて，職場，部，職区，作業班その他の小部門の集団が活
動する。」 この第 1 条から，たとえば，企業の労働集団は共同労働をおこなう人々一ーすなわ
ち，管理されるものだけでなく管理するものも含む，そこで働くすべての人々 (pa60T閉め
ーーの連合体であること， 1 つの企業内において，その内部構造に応じて，いくつかの労働集
団が存在しうるが，基本的な労働集団は企業レベルの労働集団で、あること，が確認されるであ
ろう。
旧ソ連邦の社会学の研究の業績に従えば，理論的にはそして実践的にも，企業の集団は，職務構造の
点で，つぎのようなグループから成っている。すなわち，
(1)労働者，
(2)一般職員，
(28) Ta.M :J/Ce. CTp. 3. 
(29) C. lIlKypKo, A. CHMaKoB, Cooem mpy?8ozo KOJlJleKmU8a, MOCKOBCKH鼠 pa60明白，~1989 ， CTp. 
3. 
(30) 自主管理の他の 1 つの柱である企業長選挙については，加藤志津子稿「ベレストロイカのもとでの
国有企業における管理当選挙制の帰趨J， (W経営論集』第39巻 3 ・ 4 号)， 1992年，を参照。
(31) 3κo IiO.Mu'tecκ'afl CO勾UaJlOZUfl U nepecmpouKa, Ilporpecc, 1989, CTp. 129. 
(32) この法律については，岡田進氏の訳がある (W 日ソ経済調査資料.n 1983年 7 月号〉。
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(3)一般のスペシャリスト，
(4)ベテラシの職員とスペシャリスト，
(5)第 1 次集団の指導者〈証長，職長， ビューロ長，など)，
(6)自立的な小部門の指導者(職場や部あるいは独立したピユーロの長)，
(7)企業集団の指導者，
がそれである。それらのグループの人数は，それぞれの条件に応じて，当然のごとく，相異するが，た
とえば，機械製作企業では，労働者が70%を占め，職員とスペシャリストが15%，また様々なラインの
(33) 
指導者が15%を占めている。そして先述の「労働集団法」が確認したところによれば，これらのグルー
プが， 1 つの企業という枠内のなかで，単一の労働集団を構成するのである。我々は，ここに，以前ま
く34)
で歴然として存在していた「奴ら OHHJ (管理部，上司〉と「我々 MblJ (勤労者〉という「分離」
〈周波閉めをなくそうとする発想を， Iタテマエ」にすぎなかったかもしれないが， 見出すことがで
きるであろう。
このような「思想」にもとづく「労働集団法」の成立によって，つぎのこともあらためて確
認された。労働集団の生活と活動の最も重要な諸問題を審議するものとして労働集団総会(あ
るいは代表者会議〉が， (従来の従業員総会とは根本的に異なる，明確な権限をもった制度と
して) 1"事実上 新議1 され，企業の経済的社会的発達計画草案が労働集団の検討を経なけ
れば上級機関に提案されなくなったこと(第 6 条)， またそこでの決定が企業の管理部を拘束
すること(第20条，第21条)， などがそれで、あり，その限りにおいて「自主管理」への途が拡
大されたといえるであろう。だが第 4 条において， 1"労働集団は……諸原則にもとづいて，企
業の……管理に参加する」と明記されていることからもあきらかなように，労働集団は依然と
して管理の客体だったので、あり， (一般労働者を中心とした)労働集団への管理への関与が
「参加」を通して為されているにすぎなかったことも事実である。
このような状況のなかで，単にブリガーダ・レベノレだけでなく全体としての企業において管
理の主体としての労働集団が前面に押しだされ，自主管理への途が本格的に聞かれたのが「国
有企業法J の制定(1987年)以降だったのである。そしてこのことを象徴的に示しているのが
自主管理機関としてのCTKの創設であり， A. MHJIIOKOB の評価に従えば， 1"自主管理発達の
新しい歩みがCTKの創設」であったのだ。
(33) CM. , Tpy?80U KOJl.leKmU8 U nporþco/O抑制 opzaHU3af{Ufl， llPOIþH3.n:aT, 1985, CTp. 24-25. 
(34) C. lIlKypKo, A. CHMaKoB, YKa3. CO弔.， CTp. 82. 
(35) 長砂実稿「ソ連における『真の社会主義的自主管理lJ (W大阪経大論集~ 162 ・ 163号)， 19ページ。
(36) この点，マスレンニコフも， I労働集団は……市民を……管理へ引き入れる最も重要な遇具の 1 つ
であるJ，との理解しか示していない (CM. ，B. MaCJIeHHHKOB, Tpy?80U KOJl.leKmU8 U ezo KOHcmｭ
umyf{UOHHbIU cmamyc, HayKa, 1984, CTp. 3)。
(37) 固有企業法によれば， I労働集団は，管理部とともに，企業管理の主要な主体の 1 つである。J (Caｭ
.Moynpa8.1leHue: Om meopuu K npaKmuKe, IOpH瓦・ JIHT. ， 1988, CTp. 115.) 
(38) A. MHJIIOKOB，“OCHOBHoe 玄03HHCTBeHHoe 3BeHO B CHCTeMe yrrpaBJIeHHH 9KOHOMHKO負，" <<Bonpｭ
OCbl 8KOHO.MUKU>>, 1987， 地 5， CTp. 58. 
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旧ソ連邦の生産現場のなかにCTK創設をもとめる動きが存在していることが「公式に」確
認されたのは1986年 2 月 25 日におこなわれた M. fop6aQOB の「ソ連共産党第27回大会へのソ
連共産党中央委員会政治報告」においてである。すなわち，そこではつぎのように報告されて
いる。 12 年前に採択された労働集団法はいうまでもなく労働集団のイニシアティブを活動づ
けることに役立つた。しかしこの法律が我々の期待した結果をもたらしているとは今のところ
いえない……。法律に含まれている民主的諸原則と基準を日常の仕事の実践的なものにする」
ために， 1労働集団の決定を最終的なものとする問題の範囲を拡げ，……なければならない。」
この点で，たとえば， 1つぎの総会が聞かれるまでの聞は…… CTK...…を活動さぜてはどう
か，と提案されている。」 これはまさしく CTKの創設をもとめる「上からの」アッピールで
あり，これが「自主管理機関」としての CTKが多数の企業において創設されていく大きな契
機となった。
アイデア
しかしながらこのような「構想」は現場において必ずしも積極的に受け入れられたわけで、は
なく，懐疑的な態度も多々みられた。それはつぎのような声に代表される。 1なんらかの新し
い管理機関が必要であろうか? 企業には，技術テクノロジ一課題，経済的課題，社会育成的
課題が，それぞれ一定の範囲で固まっている。それぞれが一定の行政機関あるいは社会的機関
にあてがわれ，その機関が自己の機能を遂行しそれらの課題を解決している。もしそれらがそ
れをうまく処理していないとすれば，その仕事を改善すればよいのであり，既存のシステムを
これ以上かさ張ったものにしなくともよいのだ。 CTKの課題はどこにあるのか ?J
このように， CTKは，複雑な状況のなかで，すなわち，一方では，上からの(官庁の指令
JlHpeKTHB という形の〉強力な指導のもとで，また他方で、現場の「慎重な」あるいは「否定的
な態度」のなかで， 1産声」をあげ，そして現実には， 1987年 7 月の「固有企業法」の制定に
よって，個々の企業において急速に具体化されていったので、ある。このことは，国有企業の管
理がいままでの中央集権的な指導(行政的管理〉と労働集団の自主管理の「結合」にもとづい
ておこなわれるようになったことを意味している。
ただし正確に云えば，国有企業が自主管理されるのではなく，統一国民経済複合体の 1 つの環で、あり，
その意味で，中央集権的な国家的管理下にあり，企業の管理機関(管理部〉によって管理される，国有
・ (42)
企業において，労働集団の自主管理がおこなわれることになったのである。
(39) ~ソ連共産党第27回大会資料集』ありえす書房， 1986年， 67-68ページ。ただし，一部の研究者(た
とえば， グラシヴィリ〉は，すでに1982年に， CTKの必要性を指摘していた (CM・， 6. KypaIIIBI1-
JII1，“focy.瓦apCTBeHHoe ynpaBJIeHI1e HapO)lHMM 玄03.HI1CTBOM，" (<Co8emc1Coe 'locy?pcm8o U npa80)), 
1982, N2 6, CTp. 45. 
(40) C. lllKypKO, A. CI1MaKOB, Y1Ca3. CO唱.， CTp. 3-4. 
(41) Ta.M :JICe, CTp. 5. 
(42) í企業の自主管理の発達ではなく，企業における自主管理の発達について述べることが正しいであ
ろう。 J (Jlpou380?mBeflflOe ca.Moynpa8/le flUe, CTp. 30.) 
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サブシステム
*タスク・フォース，
プロジェクト・チーム
(出典) A. 凹eBQyK， Pe，併op.Ma ynpaO.lleHUH, BeJIOpYCb, 
1988, CTp. 102. 
我々がここで注目するのはそのような「結合」の内容である。これは，たとえば，経営者の
選出にもあらわれているが，本稿では一ーその検討は他の機会に譲り一一企業長と CTKの関
係の在り方をとりあげることになる。管理部と CTKの関係は，一般的には， うえのように図
示されるのであるが， CTKがその権限内でおこなった決定は管理部(企業長)の行動をどの
ように(どの程度)拘束するのであろうか? これを解明することは極めて重要であり，その
実態の検討がつぎの具体的な課題となってくる。この解明によって自主管理機関としてのCT
Kの意義がヨリ明確になってくると思われる。
1987年の「国有企業法J によって，労働集団は 2 つの自主管理機関をもつことになった。労
働集団総会と CTKがそれである。規定によれば，労働集団の権限を遂行する基本形態が(必
要に応じて，ただし年 2 回以上開催されなければならない〉総会であり，その総会の閉会期に
労働集団の権限を遂行するのがCTKである一一この点， r労働集団法」においては，総会か
ら総会までの期間は，労働集団の権限は，管理部，党組織，労働組合，コムソモール組織によ
って，共同であるいは個別的に，行使されることになっていた(第四条〉一一。そしてその
CTKの人数は総会によって決定されるのだ。労働者，班長，職長，スペシャリスト，党組織
の代表者，コムソモール組織の代表者，管理部の代表，がそのメンパーになることができるが，
いかなる場合でも，管理部の代表者は全体の人数の1以上になってはならない，と規制されて
4 
L 、Tこ。
このような構成のCTKは生産部門だけでなく非生産部門にも普及し，たとえば， 1989年に
は， 14万以上の CTKが設置されるようになった。そしてそれぞれの企業において様々な実践
が積み重ねられるなかで， CTKを企業における一般労働者の代表機関としてみなす見解が生
(43) これは， <<31COHO.MU'ieC1CaH za3emω 地 28， 1987に掲載されている。またこの法律の意義そして問
題点が， <<Bonpocbl 31COHO.MU印}}， 1987，地 4， CTp. 54-91.にて検討されている。
(44) X03paC'iem u ca.Moynpao.leHue mpy?oozo 1CO/l/le1CmUOa, npo中H3.ll:ar， 1988, CTp. 85. 
(45) E. TopKaHoBcKH丸“Co6CTBeHHOCTb H caMoynpaBJIeHHe TpY.l:OBOrO KOJIneKTHBa九 <<BonpoCbt
3κOHO.MUκU}}， 1990, M 9, CTp. 103. 
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まれてきた。これによれば， CTKは，既存の管理機関や社会的組織の指導的な機関(党委員
会や労組〉とともに機能し，それらの力を均衝させ，特に，管理部の活動をコントロールし，
それを労働集団の利益になるように向ける装置である。いわゆる「力のバランス」概念である。
この概念に従えば， CTKは，企業においてすでに存在していた管理機関の外に(枠外に〉存
在する，管理主体であり， CTKはそれらの機関の上位機関としてみなされることになる。
だがC. lllKypKO は，以上のような「力のバランスとしての生産民主義」論に対して，その
ような労働集団概念では，そこに一般労働者だけが含まれ管理部が枠外におかれていること，
自主管理システムのもとで誰が意思決定をおこないそれに責任をもつのかが不明で、あること，
を理由に，異議を唱えた。なぜならば，そこには，いままでの管理構造のなかで事実上再生産
されてきた「奴らJ (管理部と上司〉と「我々 J (勤労者〉の分離・分割・対立が依然として
暗黙のうちに前提にされてい協ミらで、ある。
凹KypKO が一定の事例にもとづ、いて新たに提起したのは「自主管理システムの統一と全体
性」概念である。この概念によれば， CTKは企業に存在する管理機関相互にそしてそれらと
一般労働者の代表者たちの聞にすべての重要な諸問題の解決をめざした幅広いそして密接な相
互作用を保障する機関である o 本稿では，主として，山KypKO の問題意識に依拠しマ:CTK
の存在意義を，企業の管理部との関連のもとで，まとめることになる。
あらゆる管理システムにおいて管理するものの意思を実現するために一定の組織形態がっく
りだされるが， lllKypKO によれば，それらは，基本的には， 2 つのものに代表される。 1 つは
管理するものの意思を表現しそれを一定の政策や戦略として形づくることであり，もう 1 つは
その意思を管理されるものへの一定の影響手段を通して実現することである。通常，政治学的
には，前者は「立法」権としてそして後者は「執行」権として呼ばれている。このような権限
の分割は単に政治組織だけでなく経済構造にもあてはまる。たとえば，それを旧ソ連邦の経済
管理構造にあてはめると，本来的には，ソ連邦最高会議およびそれぞれの共和国(や自治共和
国〉の最高会議が立法機関(したがって，最高意思決定機関〉に相当し，ソ連邦閣僚会議から
産業省や国家委員会そして合同や企業の管理部に至るピラミッド構造が執行機関を構成してい
る。
そして現実には，それぞれの管理機関においては然るべき形で指導がおこなわれているが，
そのような機能のなかの意思決定に注目すると，それは個人的なものと集団的なものに区別さ
れるであろう。典型的には，前者は単独責任制としてそして後者は合議制として特徴づけられ
ている。単独責任制とは一定の権限の枠内で単独で管理上の意思決定をおこないその決定に個
(46) CM. , C. 日lKypKo， A. CWMaKoB, yiκa3. co吃.， CTp. 79-84. 
(47) Ta.M JlCe, CTp. 82-83. 
(48) Ta.M JlCe, CTp. 85. 
(49) CM., ma.M JlCe, CTp. 87-113. 
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人的に責任をもつことであり，合議制とは集団的に意思決定をおこなって指導機能を遂行する
ことである。
この単独責任制と合議制には一定の長所と短所がある。たとえば，単独責任制はよりテキパ
キとした意思決定を保障するが，それらの決定は必ずしも最適であるとはかぎらない。また合
議制は意思決定に多大な時聞を必要とするが，そこでの決定は，原則として，ヨリ効果的であ
る。したがって，管理上の決定がテキパキさと最適性のどちらをヨリ必要とするかということ
がその管理機関の指導上の性格(単独責任制か合議制か)を決定することになる。この意味で，
常識的には，戦略的指導をおこなうには合議制がヨリ合理的で、あり，戦略的決定の執行を保障
しなければならない戦術的決定をする機関には単独責任制がヨリ合理的であると考えられ，そ
れらの機関には，通常，立法権=意思決定権と執行権が与えられている。
企業レベルに眼を転じると，企業の管理部は旧ソ連邦の国際的経済管理の執行機関の最下層
に位置づけられてきた。企業長には執行権が与えられ，立法機関ではなく執行権力機関である
上級機関(省庁)が彼の活動を方向づけ統制していた。すなわち，基本的には， I企業長は，
一面では，国家権力の代表者であったが，他面で，部門別管理の組織構造の歯車にすぎなかっ
た」のであり，企業長は，既定の(いわば「上からJ I外部から」与えられた〉戦略的決定を
具体化していくために必要な戦術的決定をおこない(すなわち，意思決定を執行し〉それに責
任をもっという意味で，単独責任制原則に則って，行動してきたので、あった。
ただし企業において必ずしも単独責任制だけが機能していただけではなかった。なぜならば，いま
までも(制度的には，すでに若干示したように，一般に考えられていた以上に〉企業においては(党組
織，労組，なかに代表される)社会的組織が管理に参加し，企業長の(戦術的レベルだが〉意思決定に
一定の(主として，提案という形ではあるが〉制約を与えていたからであり，その意味では，単独責任
僧!と合議制が結合していたとも云えるのだ。 B. JIeH聞が提案していたように，まさしく「審議は一緒
に，責任は単独で」意思決定そしてその執行がおこなわれていた，との評価，がでてくるのにはこのた
めなのである。
だが，経済改革の進展はそのような管理構造のあり方の変革を迫ったので、ある。なぜならば，
経済改革の展開につれて，基本的傾向として，企業の自立性が高まってきたからである。この
ことは企業レベルにおいてもそれなりに独自の意思決定キ戦略的決定をおこなうことができる
ようになってきたことを意味している。このような状況のもとで、問題提起されたのが自主管理
だったので、ある。
上級機関から益々(相対的ではあるが〉自立しはじめいままでとは異なる経営環境のなかで
生き残っていかなければならなくなった企業。このような状況のなかで企業管理部はいままで
以上に重要な位置を占めるようになり，その在り方が変革を迫られることになった。だが同時
(50) CM., ma.M :JfCe, CTp. 88. 
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にそれだけであるならば(すなわち，企業の在り方の変化だけが問題にされるならば)，そのこ
とは，単に「官僚政治から技術者政治への移都を意味するだけであり，真の自立化とはなら
なかったのであり，ここに，すなわち，企業の真の自立化のために，あらたに(企業の管理部
を含めた〉労働集団の自立性が必要になってきたのである。自主管理は， MßJIIOKOB によれば，
「本質的には，企業の自立性および最終的な活動結果に対する責任の拡大方針の直接的な続
き」なのであり，その具体的な組織形態が，山KypKO の解釈によれば，自主管理機関としての
CTKであり，それは，原則としては，合議制原則にもとづいて組織された，企業レベルの立
法機関(すなわち，意思決定機関〉で、あったのだ。
これに対して，執行機関は企業の管理部である。すなわち，企業の管理部もそのメンバーで
ある CTKにおいて為された意思決定の執行が企業管理部に委ねられるのだ。ただ現実には，
企業長は国家的所有下にある企業の行政上の指導者として〈言葉を換えれば，いまだに国家の
計画を実現することを基本的な任務としているものとして〉業務の執行に関する(国家の計画
に沿った〉意思決定をおこなわざるをえないのであり，企業長に代表される企業の管理部はそ
の決定に対して外部に(すなわち，国家に対して〉そして内部にも(すなわち，労働集団に対
しでも〉責任をもたなければならない存在となったのだ。その意味では，したがって，自主管
理のもとでも，企業長の単独責任制は依然として維持されていくことになっていたのである。
企業長と CTKの関係は， lllKypKO によれば，上述のように整理されるが，その実態はかな
り複雑で、あり，様々なCTKがそれぞれの環境のもとで独自な活動を展開していった。ただし
それらの活動はいくつかのタイプに分類されるのであり， r 1 つの」方向が支配的なものとなっ
ていった。たとえば， B. rep四KOB は多数の事例を分析して， CTKの存在意義をつぎのよう
にモデル化している。 r労働集団から選出されたそして全権を委任された代表者としての
CTK(モデル a)，この場合， CTKは，全人民的所有の一部分の所有主として，集団にとっ
て重要なすべての生活上の諸問題に関して意思決定をおこない，そして，管理部に， CTKが
おこなった意思決定の実現に関する業務上の戦術的部活動を委任する。
これは固有企業法において志向されたものであり，このタイプが「本来のJ CTKのはずで
あった。だがこのタイプのCTKは少数の企業において実現されたにすぎなかったのであり，
多くの企業ではつぎのようにモデル化される CTKが機能してしまったのだ。 r管理部付属の
協議機関としての CTKJ (モデル b)。この場合， CTKの基本的任務は，集団の生活と活動
の最も重要な問題に対する企業のすべての働き手の意思を， J意，思決定をおこなう管理部に，示
すことである。このケースでは，企業の自立性が高まれば高まるほど，単独責任者としての企
業長の力は大きくなるであろう。
(51) 石堂清倫訳『社会主義的民主主義』三一書房， 1974年， 350ページ。
(52) A. MHJIIOKOB, YKa3, CO't., CTp. 57. 
(53) 3Koflo.Mur訥KaH coqua.lozuH U nepecmpouKa, CTp. 121-140. 
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またつぎのようにモデル化される CTKもあらわれた。 r合議的な(管理部との共同〉指導機関とし
てのCTKJ (モテツレ c)。この場合， CTKは戦略的問題だけでなく戦術的な諸問題についても責任あ
る決定をおこない，管理部には業務上の諸問題の決定のみを残しておくことになる。
かくして，旧ソ連邦における CTKの活動の実態を分析した研究が示すところによれば，制
度として，モデル a が志向されていたにもかかわらず，現実には，多くの場合，モデル b ある
いはそれに近いものが実現されていたにすぎなかったことがわかる。 CTKの役割は，基本的
には，最終的な意思決定ではなく，諸問題に関して意見を述べたり提案したりすることにおわ
ってしまったの立言葉を換えていえば， CTKの実態は新版 nunc であったか，あるいは
企業長を中心とする管理部がよりスムーズに自己の立場を維持しけるように， CTKは「防破
誌としての役割を果たしてしまったので、あった。そしてその後旧ソ連邦では，企業をめぐる
状況が益々大きく変化していくなかで， CTKの存在そのものが関われていくことになった。
1990年は旧ソ連邦の企業にとって「し、ままでの制度のすべてがその存在を問われる」年とな
った。なぜならば， 1990年前後になっていままでの固有企業とし、う概念におさまらない形態の
企業があらわれそしてそのような現象が1990年 3 月に制定されたし、わゆる「所有法」によって
制度的に正式に認められるに至ったからである。そこでは，所有主体が国家に一元化されるこ
となく，ソ連邦の市民，集団，国家，合弁企業，外国の市民・組織・国家，が所有主体として
位置づけられている。このことはそれまでの社会主義像の再検討を迫るものであり，そのよう
な所有形態の多様化を前提にした新しい企業概念が必要になってきた。それに法的な枠組みを
与えたのが1990年 6 月に採択された「企業法J であった。これは正式には「ソ連邦における企
業について」の法律であり，再期的なものであった。そこには， (従来ならば当然のこととし
て付けられた) I社会主義的」という形容詞がみられないのだ。
この「企業法」によれば， I企業は，法人としての権利をもっ自立的な経済主体であり，労
働集団による財産の利用にもとづいて生産物を生産・販売し，仕事を遂行し，サービスを提供
する。企業は自己の内部に別の法人をもつことはない。企業は，生産手段および他の財産に対
する所有形態に関わりなく，独立採算制原則にもとづいて活動する。J (第 1 条第 1 項) これ
は(前述のような〉所有形態の多様化を前提にしたものであり，これによって，特に，既存の
固有企業の改組が法的に保障されることになった。
この法律の第 2 条企業の種類 (Blf瓦〉では， 旧ソ連邦における企業としてつぎのものが規定されてい
(54) TaM JlCe, CTp. 131. 
(55) C. lllKypKo, A. ClfMaKoB, YKa3. CO't., cTp.79. 
(56) <<3KolwMuKa U JlCU3Hb)), 1990， 地 25. 1990年に公布された「所有法」そして「企業法」は，大江
泰一郎稿「ペレストロイカの所有法J (W法律時報11 62巻 8 号)， 同稿「ペレストロイカの新企業法」
(W法律時報11 62巻 10号)，にて紹介されている。
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た。
①旧ソ連邦市民の所有にもとづく企業。個人企業，家族企業。
②集団的所有にもとづく企業。集団企業，生産協働組合や協働組合に属する企業，株式会社形態および
その他の経営形態または組合の形態につくられた企業あるいはそれらの会社や組合に所属する企業，
社会団体の企業，宗教団体の企業。
③国家的所有にもとづく企業。固有の連邦企業，国有の共和国(連邦加盟共和国〉企業，自治共和国・
自治州・自治管区の固有企業，固有の自治体企業。
④合弁企業。
⑤アレンダ企業。
アレンダ企業 (apeH~Hoe TIpe~TIpH冗THe) とはなにか。アレンダは英語の lease に相当し「賃貸借」
(57) 
を意味している。したがって，アレンダ企業とは賃貸借関係下にある企業であり，簡単にまとめれば，
それは，国家が単に土地や機械設備だけでなく(企業に所属する〉すべての生産手段をそこで働く労働
者・職員の集団に賃貸するという特殊な形態のもとにある，企業，である。
そして我々が特に関心をもつのはその1990年 6 月の「企業法」のもとではCTKが姿を消し，
それに代わって新たに意思決定機関が設置されることになったことである。この1990年企業法
が想定する企業管理構造のもとで、は，企業評議会が最高の意思決定機関であり，同じ1990年 6
月に採択された「株式会社および有限会社規則」のもとではもはや自主管理という概念自体が
姿を指し，企業の資産を所有する株主の利益を代表する株主総会が最高の意思決定機関として
位置づけられるようになった。
この変革はどのように理解すればよいのであろうか。これについては 2 つの見方がある。そ
の 1 つは，自主管理を社会主義的所有との関連でみる「伝統的な」見方であり，たとえば，つ
ぎのような主張に代表される。それは，所有形態が多様になるといままでの労働集団による自
主管理の基盤が崩れてくる，との立場であり，自主管理はあくまでも社会主義的(今国家的〉
管理のなかに位置づけられるものなのである。そこには，労働集団を介して全人民的所有が真
に実現される，とし、う理解が一貫して流れている。
したがって，この立場に立っと，国有企業法は労働者による自主管理を基調としているのに
対して，企業法は自主管理と所有権の二重性を採用している，との理解が生まれてくる。ョリ
明確に云えば，企業評議会の構成員として労働集団と企業資産所有者は 1 対 1 の対等の権限を
(57) r プラウダjJ 1989年， 12月 1 日号。
(58) 岡田進稿「社会主義再考jJ (r 日ソ経済調査資料J1) 1993年11月号， 28ページ。
(59) これについては，溝端佐登史訳「株式会社および有限会社規則J (r 日ソ経済調査資料jJ 1990年 9 月
号〉を参照。
(60) I労働集団による生産管理の客観的基盤は生産手段に対する社会主義的な社会的所有である。この
事実が…・・・国民生産の主人公へと転化させるのだJ (l苧OU380ðcm8eJu-we caMoynpa8.1leHUe, CTp. 29.) 
(61) I 自主管理原理は我々の国家制の内部で発達している。 J (H. CepOIIITaH H 江py. ， Cou,ua.llOZUfl 
mpyða, Y.屯e6Hoe noco6ue, OCHoBa, 1990, CTp. 98.) 
(62) 溝端佐登史稿「ソ連における株式会社と民営化(上)J (r経済jJ 1990年， 10月号)， 123ページ。
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もち，その意味で，社会主義的自主管理が 1/2 程度実現するといえるが，現実には，企業資産所
有者が企業長を任命することを考えると，管理主体の実質は資産所有者側にあり，労働者主権
から所有者主権への途を聞くものであり，また株式会社形態で、はそれが一層すすみほぼ所有者
主権となり，社会主義自主管理がおこなわれる可能性が存在しなくなったので、ある。 1990年の
企業法は「自主管理原則からの明白な後退」を意味したので、あった。かくして，この立場にた
てば，自主管理は， r体制」の変革によって， r事実上」挫折したことになり，そして実際に
自主管理はおこなわれなかったので、ある。
社会主義的所有制度の崩壊とともに自主管理構想も破産してしまった。これが伝統的見解で、
あり，これが(旧ソ連邦の社会科学の歴史を考えると，当然のことだが)支配的な考え方だっ
たはす事で、ある。だがこれに対して，新しい所有形態のもとで自主管理を新たに展望しようとす
る動きもあらわれてきた。その検討が次稿の課題である。
(63) 村口信夫稿「ソ連における企業管理構造の変化J (W社会主義経済研究~ 17号)， 110-111ページ。
(64) 3. Py.n:bIK, OpOH3BO瓦CTBeHHaH .n:eMOKpaTH冗: 3HaqeHHe 3arra瓦Horo orrbITa .n:.nH CCCP, <flpo6-
.Ile.Mbl meopuu u npa1CmU1cu ynpaB.Ilelluu, 1991, N! 5 ・ 6 ， CTp. 121-122. 
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